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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

（１）指摘事項  該当なし 

 

（２）監査意見  該当なし 

 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 

  該当なし 

 

 

３ 組織及び業務調べ 

課 名 担 当 名 課 の 主 な 所 掌 事 務              

 

 

 

 

 

 

中部教育局 

 

学事担当 

 

・公印の管守に関すること。 

・市町村教育委員会の組織及び運営に関する指導、助言及び情報 

提供に関すること。 

・市町村立学校の教職員の人事に関すること。 

 

 

 

学校教育担当 

 

・市町村立学校の学校運営、教育課程、学習指導及び生徒指導に 

関すること。 

・市町村立学校の教科用図書及び教材の取扱いに関すること。 

・市町村立の小学校及び中学校の児童及び生徒の就学義務の免除 

及び猶予に関すること。 

・教育の調査及び統計に関すること。 

・学校保健及び学校給食に関すること。 

 

社会教育担当 

・学校体育及び社会体育に関すること。 

・生涯学習及び社会教育に関すること。 

・教育関係団体との連絡及び必要な指導及び助言に関すること。 

 

 

４ 職員の定員、現員調べ 

                                                                      （平成 27 年 6 月 1 日現在） 

        種 別 

 

 区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 計 備 考 

当 該 

年 度 

26.4.1 

現 在 

当 該 

年 度 

26.4.1 

現 在 

当 該 

年 度 

26.4.1 

現 在 

当 該 

年 度 

26.4.1 

現 在 

 

定 員 12 12 1     1   13 13  

現 員 （  ） 

13 

（ ） 

12 

（  ） 

1 

（ ） 

1 

（  ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

14 

（ ） 

13 

 

過不足(△)
 

1         1   

臨時職員          

非常勤職員
 

1 1     1 1  

 

 

５ 役付職員の調べ 

                                                               （平成 27 年 6 月 1 日現在） 

職  名 氏  名 在 職 期 間 備    考 

局長 

 

中田朱美 

 

年 

  １ 

月 

  ２ 

 

兼中部総合事務所参事監 

次長 鳥飼敏博  ２ 出納員 

課長補佐 御舩宗則    ２  

課長補佐 藤原彰二     ２ 継続勤務（１年２月） 



 

６ 主な事業に関する調べ 

事 業 名 概       要 

教育局運営費 

 

決算額 

  ７，９１６千円 

（財源内訳） 

一般財源 7,916千円 

 

学校（園）経営能力

向上への支援事業 

（学事担当） 

 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

学校（園）運営上の様々な課題、人事管理上の課題等を見極め、必要な支援や助言、

教職員の配置を行う。 

 

（イ）事業の実施状況 

【学事訪問の実施】 

○年に２回、すべての小中学校に対して学事訪問を実施した。 

・授業を受け持つすべての教員の授業を参観し、校長、市町教育委員会と情報交換を 

行った。 

  ・新規採用教職員や講師等と面談を行った。 

 

【要請による相談活動】 

○関係教職員との面談 

・休職している教職員の復職支援等を行った。（１名） 

○園児・児童の観察と聞き取り 

・特別支援学級を新設する学校の児童等の観察や情報交換を行った。（５校） 

 

【中堅教員研修】 

 ○管理職間近の中堅教員を対象に研修を実施し、ミドルリーダーの育成を図った。 

  （H26,7.28 ２０人参加） 

 

【市町村教育委員会との連携】 

 ○学校課題等の把握のため、市町教育委員会訪問を行った。（計１０回） 

○市町教育長会との連絡協議会を開催した。（計５回） 

 

イ 平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

特になし 

 

ウ 成果 

・学事訪問により、各校の人事管理上の課題を把握し、その解決のための支援や教職員の

配置を的確に行うことができた。 

 ・市町教育委員会と、学校の課題や教職員に関する情報の共有が推進された。 

 

エ 課題 

・病休を繰り返したり休職したりする教職員の人数は依然として多い。教職員が抱える問

題が大きくなる前に状況把握ができるよう、市町教育委員会や学校との情報共有を深め

る方法について検討する必要がある。 

・ベテラン教員の退職増に対応するために、次の管理職を目指すミドルリーダーの育成や

若い教職員の資質、能力の向上に引き続き取組んでいく必要がある。 



 

 

事 業 名 概       要 

市町教育委員会と

の協働による教育

力の向上事業 

（学校教育担当） 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

・中部地区の学校、園等の実態や課題把握に努め、学校(幼児)教育を充実させる。 

・教職員の指導力、授業力の向上を図り、授業（保育）改善を支援する。 

・市町教育委員会との協働により、教育力の向上を図る。 

  

（イ）事業の実施状況 

【校長会での指示連絡と指導助言】 

・小中学校別、郡市別の校長会（月１回）で学校運営上の問題点等を協議し、指示連絡や指導助言を行っ

た。 

・校長会資料「確かな学力の向上をめざして」を作成し、学校運営に必要な事項を提供した。 

 

【要請訪問・計画訪問・生徒指導訪問・巡回相談・依頼相談・教育相談】 

・要請訪問、計画訪問を行い、授業（保育）改善、研究推進の方向性への指導助言を行った。 

・市町教育委員会の生徒指導訪問に同行し、不登校・生徒指導の早期対応に向けた指導助言等を行った。 

・巡回相談、依頼相談を行い、特別支援教育の充実に向けた校内体制の整備に向けた指導助言を行った。 

・高等学校における教育相談や個別の相談活動を行い、児童生徒、保護者への支援を行った。 

・スクールカウンセラーを配置し、いじめ不登校の未然防止と早期対応に取り組んだ。特に小中学校での

相談時間を増やした。 

 ※要請訪問等や相談活動を実施した学校・園等の数（訪問回数や相談回数は別紙） 

幼稚園・保育所等 小学校 中学校 高等学校 

４３園（所） ２７校 １２校 ５校 

 

【市町教育委員会との共催による各種研修会・協議会の開催】 

・中部地区指導主事連絡協議会(３回) 

・「中部版スクラム教育事業」連絡協議会(２回) 

・中部地区小中学校講師研修会(２回) 

・中部地区小中学校外国語担当者連絡協議会(２回) 

・中部地区小中学校研究主任等研修会（２回） 

 

イ 平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

・小中学校研究主任等研修会を年２回開催し、各校の研究推進に向けての効果的な方法等の共通理解や、

情報交換を行った。 

・要請訪問の指導助言の充実を図るため、事前の研究会にも指導主事を派遣した。 

 

ウ 成果 

 ・各学校(園)の課題をしっかりと把握したことで的確な指導助言を行うことができ、課題解決への取組を

支援することができた。 

 ・スクールカウンセラーの配置や相談訪問等の取組により、いじめ、不登校問題や問題行動の未然防止に

は授業改善や研究推進の充実が必要であるという考え方が各校に浸透してきた。 

 ・特別支援教育における計画的・継続的な巡回相談により、校内体制の整備や個別の指導計画・個別の教

育支援計画の継続的活用が推進された。 

 

エ 課題 

・問題行動の発生数は減少したが、不登校の出現率は依然高い。早期発見、未然防止の対策の促進を進め

たい。 

・授業研究の取組の成果が普段の授業の改善に結びついていない中学校がある。授業研究への支援だけで

なく授業改善に繋げられる支援方法について、検討する必要がある。 

・市町教育委員会や学校からの依頼が多く、局の指導主事の学校への訪問回数が増加している。市町教育

委員会や学校の自立に繋がる働きかけや支援のあり方を考える必要がある。 

 



 

 

事 業 名 概       要 

学校・地域との連携

による教育力の向上

事業 

（社会教育担当） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

各市町の教育委員会と連携して、関係者が自ら課題を解決していく関係づくりを推進

し、生涯学習の活性化及び家庭の教育力向上を図る。 

  

（イ）事業の実施状況 

【市町教育委員会との連携による各種担当者会の開催等】 

  ・各種担当 

会 議 名 回数 内  容 

中部地区社会教育 

担当者会 

８回 社会教育関係者研修の企画・実施 

研修「公民館に関すること」他 

中部地区人権・同和教育

担当者会 

４回 研修「小地域懇談会の実践について」 

現地研修 他 

中部地区社会体育 

担当者会 

３回 研修「各市町の事業の成果と課題」 

実技研修 他 

・その他 

・倉吉市教育委員会が実施する公民館訪問に同行し、助言を行った。 

・市町教育委員会が実施する公民館研修及び研究大会で助言を行った。 

・広報紙やメーリングリスト、ホームページを活用し、情報発信した。 

 

【東伯郡社会教育協議会との連携による事業】 

社会教育担当者会を中心に企画・実施した。 

事 業 名 参加者数 内   容 

中部地区少年少女のつどい ６７名 クイズラリー、ピザづくり 他 

中部地区生涯学習実践研究交流会 ５７名 講演、ワークショップ 他 

 

【中部地区人権教育懇談会（各市町の人権担当、人権教育担当で組織）の開催】 

全５回のうち、社会教育をテーマに２回開催した。 

事 業 名 参加者数 対  象 

講演、グループ討議 他 ６９名 ＰＴＡ会長 他 

実践発表、グループ協議 ３７名 教育行政関係者 

 

【家庭教育の支援】 

・県教育委員会が推進する「心とからだいきいきキャンペーン」の普及と啓発に取組んだ。 

・「とっとり子育て親育ちプログラム」を活用した研修の推進を図った。 

 

イ 平成２６年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  特になし 

 

ウ 成果 

・市町の担当者が、自主的に研修や事業を実施する意識が定着してきた。 

・指導助言を通して、県内外の優良実践事例を紹介することができた。 

・ＰＴＡ等から「とっとり子育て親育ちプログラム」を活用した参加型研修会の要請が増え、家庭教育

に関する研修が充実した。 

・市町の担当者と連携し、各市町の事業をとおしてＰＴＡと話合いを持つことができた。 

 

エ 課題 

・市町の担当者は合同で自主研修や情報交換を定期的に行っているものの、事業のマンネリ化や参加者

の固定化等の課題を抱えている。合同研究協議会の活用等第３者からのアドバイスを受ける等の取組

みも促したい。 



 

７ 収入証紙取扱額調べ 

  該当なし 

 

 

８ 収入事務処理状況調べ 

（１）分担金及び負担金  該当なし 

 

（２）使用料  該当なし 

 

 （３）手数料  該当なし 

 

 （４）財産収入  該当なし 

 

（５）諸収入                              （平成２７年５月３１日現在） 

（単位：円） 

収 入 科 目 件数
 

 

調定金額
 

 

収入済額
 

 

不 納 

欠損額
 

収 入 

未済額
 

根拠法令名等
 

備考
 

 目 節 細 節 

 

 

雑

入 

 

 

雑

入 

非常勤職員雇用保険

料 

533 

 

404,697 404,697 0 0 会計規則運用方針

第４１条関係 

 

個人情報にかかる経

費（複写、郵送代） 

1 560 0 

 

0 560 

 

個人情報保護事務

取扱要領第８ 

 

計（節） 534 405,257 404,697 0 560    

目 計 534 405,257 404,697 0 560    

合 計 534 405,257 404,697 0 560    

 

（６）現金の取扱状況  該当なし 

 

 

９ 収入未済額調べ                                      （平成２７年５月３１日現在） 

（単位：円） 

          区分 

 

 

 収入科目 

過   年   度   分 現 年 度 分 収入未

済額計 

Ａ＋Ｂ 

未収 

理由 前年度

以前か

らの繰

越額  

左のう

ちの収

入済額 

不 納 

欠損額 

収 入 

未済額  

Ａ 

収入未済額の 

調定年度内訳 

調定

額  

収入

済額 

 

収入 

未済額  

Ｂ 23年度 

以前 

24年度 

 

25年度 

 目 節 細節 

雑

入 

 

雑

入 

個人情報にか

かる経費(複

写、郵送代) 

560 

 

0 

 

0 560 560 0 0 0 0 0 560 督促に

応じな

い  

計（節） 560 0 0 560 560 0 0 0 0 0 560   

目 計 560 0 0 560 560 0 0 0 0 0 560    

合 計 560 0 0 560 560 0 0 0 0 0 560   

 



 

１０ 未収金回収促進のための取り組み状況調べ 

 

 

１１ 不納欠損額調べ 

   該当なし 

 

 

１２ 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ 

 （１）負担金  該当なし 

 

（２）補助金  該当なし 

 

 （３）交付金  該当なし 

 

 （４）委託料                           （平成２７年３月３１日現在）（単位：円） 

 

予 算 科 目 

（目） 

 

国補 

単県 

の別 

  

委託

料の

名称 

 

委託

契約

の相

手方 

当  初  契  約 入札等 

年月日 

(契約保証金 

納付等年月日) 

完    了 

年 月 日 

支  出  の  状  況  

備  考 予定

価格 

(契 約 年 月 日)      

契 約 額 

契約 

期間 

支出 

区分 

支  出 

年月日 

金   額 

 

 変 更 契 約 （ 最 終 ) 履行検査

年月日   

 

(契 約 年 月 日)      

契 約 額 

契約 

期間 

契約形態 

 

予定価格が20万円

未満のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 計
 

（事務局費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8,640 

 

産廃処分

経費 

合 計
 

          8,640  

 

 

１３ 工事請負費調べ 

   該当なし 

 

 

１４ 財産に関する調べ  

  （１）公有財産   該当なし 

収 入 科 目 

 

目 節 細 節 

雑入 雑入 個人情報にかかる経費（複写、郵送代） 

債権管理事務取

扱要領の作成の

有無 

・作成済み（H  年 月作成）      ・未作成 

（未作成の理由） 

常時発生する債権ではないため、会計規則及び債権管理事務取扱規則等に基づき事務処

理を行う 

債権分類の実施 ・実施済み（H  年 月実施）      ・未実施 

（未実施の理由） 同上 

区分 相手方 件数（人） 相手の状況 督促状発行 催 告 臨戸訪問 分納件数 回収委託 

過年度分 個人 １ － H22,4,23 H27,3,3に

文書で催告 

－ － 

 

－ 

 

（上記以外の取組） 

     特になし 



 

（２）金券類の受払状況 

    ア 金券の受払状況                         （平成２７年３月３１日現在） 

                                    

種     別 

前年度末 

 

本 年 度 中 本年度末 

 

備  考 

 購 入 額 使 用 額 

郵便切手及び郵便はがき       円 

7,936 

円 

40,490 

円 

42,828 

    円 

5,598 

 

 

収入印紙      

収入証紙      

タクシークーポン券      

鉄道バスプリペードカード      

合  計      7,936 40,490 42,828 5,598  

 

    イ タクシーチケットの受払状況 

     該当なし 

 

 

１５ 財産の貸付け及び使用許可調べ 

  （１）土地及び建物  該当なし 

 

  （２）物品                              （平成２７年３月３１日現在） 

品 名 数量 規格・ 

銘柄 

貸付期間 

 

貸付料（円） 貸付先 使用場所 貸付目的 備考 

単価 本年度の貸付料 住所氏名 

知能検査

セット 

１ WISC-Ⅲ H26,12,1～ 

H26,12,11 

 0 北栄町立 

大栄中学校 

北栄町立 

大栄中学校 

児童の特性を

把握するため 

 

合計          

 

 

１６ 借受不動産明細調べ 

   該当なし 

 

 

１７ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ 

   該当なし 

 

 

１８ 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ 

   該当なし 

 

１９ 寄附物件の受納状況調べ 

   該当なし 

 

２０ 備品の処分状況調べ 

   該当なし 

 

 

２１ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 

 （１）現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ  該当なし 

 

 （２）物品の照合 

照合年月日 現物確認できなかった物品 現物が確認できなかった物品名 個  数 
平成26年11月6日～ 

年 月 日 

無   



 

２２ 小中学校等への支援の状況調べ 

                                          （平成２７年３月３１日現在） 

                             （単位：回） 

 

月別 

保育所・幼稚園 小 学 校 中 学 校 特別支援学校 高等学校 合   計 

相 

談 

訪 問 相 

談 

訪 問 相 

談 

訪 問 相 

談 

訪 問 相

談 

訪 問 相 

談 

訪 問 

計画 要請 計画 要請 計画 要請 計画 要請 計画 要請 計画 要請 

４月     1   4   5    1   1     10  14   4 11  19  10 

５月    1   2   13   4   23   1     24  26   1 24  63   8 

６月    5   2   86  20   26   9      6  16   2  6  133  33 

７月    9   6   24  15 1   9   2     13  15   1 14  57  24 

８月    5   1    8   3    3       8   7   3  8  23   7 

９月    3   5   16  10  1  15      15  21   2 16  55  17 

１０月   13    33  11   36   4     13  17   1 13  99  16 

１１月    7   1   73  26   38   9     4  14   2 4  132  38 

１２月    1    10   9   10   1     7  15   1 7  36  11 

１月    1   1   14   7   11   1     3  11    3  37   9 

２月    1   1    2   5    8   1     3  18    3  29   7 

３月    1     12    2   3     2  14    2  17  15 

計   47  19  1  283  127  2  182  32    108  188  17 111  700  195 

 

 

○ 意見、要望等 

  特になし 


